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事業概要
【事業概要】 《位置図》

大型船舶による石炭の大量一括輸送を可能と
し、小名浜港を拠点とした東日本地域への石炭の
安定的かつ安価な石炭輸送を実現することを目的
として、小名浜港（東港地区）において実施中の

小名浜港東港地区

荷役機械等

（民間事業）臨港道路

【位置図】

、小名浜港（東港地区） お 実施中
プロジェクト（現在は水深14ｍで整備中）の内容
を見直し、水深18ｍの国際物流ターミナルの整備
を行う。

※様式３ 概要図（位置図）を貼り付け
る
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・整備施設：

岸壁(水深18m)(耐震)、航路･泊地(水深18m)、

【対象事業】
る航路・泊地(水深18m)

航路(水深18m)
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評価対象施設

現在の主な石炭取扱バース岸壁(水深18m)(耐震)、航路 泊地(水深18m)、

航路(水深18m)、航路(水深19m)、護岸(防波)、

臨港道路、中央防波堤、荷役機械等

・事業期間：
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・事 業 費：

580億円

(耐震)

航路・泊地
(水深18m)

78ha

航路
(水深18m)

38ha

航路

国：289億円 管理者等：291億円

うち事業内容を見直して追加した事業費：

227億円

小名浜港
東港
地区

航路
(水深19m)

33ha

臨港道路 1,805m

護岸(防波) 618m

直轄

国：90億円 管理者等：137億円
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小名浜港の現状

• 小名浜港は 東北地方の市町村で第1位の製造品出荷額を持つ福島県いわき市に位置し 東日本地域の経済の基盤と• 小名浜港は、東北地方の市町村で第1位の製造品出荷額を持つ福島県いわき市に位置し、東日本地域の経済の基盤と
なっている電力、非鉄金属化学工業等の産業を支える物流拠点として、重要な役割を果たしている。

• 特に、福島県沿岸には多くの発電所等が立地しており、東日本地域で使用される電力の約25%（H22）が福島県で発
電されている。このうち、小名浜港周辺に立地する火力発電所では約573万kwの発電能力があり、このうち約８割が電されている。 のうち、小名浜港周辺に立地する火力発電所では約 万 の発電能力があり、 のうち約 割が
首都圏向け（約200万世帯相当）電力として利用されている。

• 小名浜港はこれらの発電所を含む周辺の石炭ユーザーへの燃料の供給拠点となっており、石炭取扱量は約600万トン
となっている。
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小名浜港の課題①

大型輸送船の喫水調整による入港大型輸送船の喫水調整による入港

近年、世界的なバルク貨物の荷動き量の増大と輸送距離の延長を背景に、大量一括輸送によるコスト低減を図るため、
バルク貨物船の大型化が進展しており、ケープサイズ級船舶（10万DWT～20万DWT）を超える大型船の割合は船腹量ベー
スで約４割となっている。
オ ストラリア インドネシア等の主要な石炭積出国では ケ プサイズ級船舶が満載で利用可能な水深18m以上のオーストラリア、インドネシア等の主要な石炭積出国では、ケープサイズ級船舶が満載で利用可能な水深18m以上の

岸壁が整備されており、主要な石炭輸入国である韓国でも、水深18ｍ以上の岸壁が整備され、ケープサイズ級船舶によ
る大量一括輸送がなされている。
一方、小名浜港では、こうした船舶の満載喫水に対応した岸壁がないため、小名浜港へ入港する石炭輸送船の大半が

積載量を減らすなどの喫水調整を強いられている
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※将来18mへ増深する計画あり

（出典：国土交通省港湾局調べ）
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バルク貨物船の推移（船腹量構成比）

（出典：「Loyd’s List Intelligence」より国土交通省作成）

世界のケープサイズ級バルク

貨物船の運航隻数の推移
（出典：「Bulk Carrier Register2011」等より国土交通省作成）



小名浜港の課題②
大水深岸壁不足による滞船の発生
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小名浜港では大型石炭輸送船による輸入に対
応する岸壁が3バース(水深14m岸壁×1バース、
水深13m岸壁×2バース)しか存在せず、大型石
炭輸送船の入港がこれらのバースに集中するた
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炭輸送船の入港がこれらのバースに集中するた
め、滞船が常態化している。

特に、７号ふ頭を利用する船舶では滞船が激
しく、2010年では入港隻数81隻のうち約7割に
相当する55隻が滞船（沖待ち）を強いられ 滞

（出典 福島県資料）
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相当する55隻が滞船（沖待ち）を強いられ、滞
船ののべ日数も2002年の44日から約5倍の230日
となるなど、状況は悪化している。

※2004年と2007年は荷役機械の故障などで増加している

大規模地震災害時における貨物輸送の確保

入港船舶隻数と滞船日数
（出典：福島県資料）

小名浜港で取り扱われている石炭は、東日本
地域に電力供給する電力企業等の燃料として利
用され、国民生活や地域産業を支えている。震
災時に港湾機能が停止した場合、電力の安定供

荷役機械傾斜

災時に港湾機能が停止した場合、電力の安定供
給が揺らぎ、国民生活や地域産業に大きな影響
を及ぼすこととなるが、石炭を輸入する岸壁で
は耐震強化されたものはない。 レール蛇行

4東日本大震災における施設被災状況



代替案の検討（計画段階評価）
評価項目

案１：東港地区国際物流ターミナルの整備
（水深18m・実施中事業の見直し）

案２：７号ふ頭の増深改良（水深18m）
（既存施設の増深改良）（水深18m・実施中事業の見直し） （既存施設の増深改良）

【東港地区】
・岸壁(-18m)(耐震)、航路・泊地(-18m)、航路(-18m)、

航路(-19m)、護岸(防波)、臨港道路、荷役機械

【７号ふ頭地区】
・岸壁(-18m)（改良）(耐震)、航路・泊地(-18m)、航路(-18m)、
航路(-19m)、荷役機械

航路(-19m) 航路(-19m)

概 要

護岸(防波)

航路(-18m)

荷役機械

岸壁(-18m)

(耐震)

東港地区 航路(-18m)

岸壁(-18m)

東港地区

(護岸(防波))

(荷役機械)

(岸壁(-14m))

臨港道路

航路・泊地
(-18m)

役機

航路・泊地
(-18m)

荷役機械

岸壁( 18m)

(耐震)

７号埠頭地区

(臨港道路) (航路・泊地
(-14m))

課題
への
対応

船舶の大型化への
対応

○
・石炭を低廉に供給するための拠点機能が確保さ
れ、石炭を安定的かつ安価に調達することが可能。

○
・石炭を低廉に供給するための拠点機能が確保され、
石炭を安定的かつ安価に調達することが可能。

常態化した滞船
(沖待ち)等の解消

○
・大型船対応バースが１バース増えるため、滞船
(沖待ち)の解消が可能。 ×

・7号ふ頭の増深改良により水深13m岸壁×2バースが
水深18m岸壁×1バースとなり、大型船対応のバース
数は変わらないため、滞船の解消は困難。数 変わ 、滞船 解消 困難。

大規模地震への
対応

○
・岸壁の耐震強化により、大規模地震時に所定の
機能を発揮することが可能。

○
・岸壁の耐震強化により、大規模地震時に所定の機
能を発揮することが可能。

地域経済への
影響

○
・大型船舶を活用することにより、東日本地域に
立地する電力会社等へ安定的に石炭を供給するこ
とが可能

×
・滞船（沖待ち）による非効率な荷役形態が継続す
るため、安定的な石炭供給が困難。

影響
とが可能。

環境への影響 ○
・滞船(沖待ち)解消により、ＣＯ２等の排出ガス
削減が可能。

×
・滞船(沖待ち)解消不可によるＣＯ２等の排出が継続。

実現性 ○
・利用企業との調整不要。

×
・利用水準が高い７号埠頭地区の岸壁を供用停止し
て増深改良を行うため、利用企業との調整に難航。

5

て増深改良を行うため、利用企業との調整に難航。

コスト
約227億円

[実施中事業の内容を見直して追加した事業費]
約290億円

[７号ふ頭地区の増深改良]

総合評価 ○ ×



事業の位置づけ

本事業は 小名浜港港湾計画(2003年11月改訂)において ｢南東北地域の物流拠点として 物流需要の増大や船舶の本事業は、小名浜港港湾計画(2003年11月改訂)において、｢南東北地域の物流拠点として、物流需要の増大や船舶の
大型化、コンテナ化等の輸送革新に対応するため、外内貿物流機能を強化する｣等の基本方針のもと、東港地区を｢物流
関連ゾーン｣に位置付け、船舶の大型化に対応した外貿物流機能の強化を図るものである。

また、2012年7月の港湾計画一部変更において、東港地区の大水深岸壁を港湾計画に位置付け、大型船舶を活用した
安定的かつ効率的なバルク貨物輸送の実現を図ることとした安定的かつ効率的なバルク貨物輸送の実現を図ることとした。

東港地区 剣浜地区
物流

危険物

緑地レクリエーション

東港地区

5･6号埠頭地区
7号埠頭地区

藤原埠頭地区

3号埠頭地区

栄町地区

大剣地区

剣浜地区
水産

交流

4号埠頭地区

高山地区

渚地区

藤原地区

1･2号埠頭地区

大剣地区

生産

6小名浜港の空間利用ゾーニング図



費用便益分析における貨物量等の設定
• 小名浜港の石炭取扱貨物量は、2010年で607万トンとなっており、広野火力発電所の新規発電施設での利用が想定さ
れる石炭（約250万ト ）を小名浜港で取り扱う予定とな ている （企業ヒアリ グより）れる石炭（約250万トン）を小名浜港で取り扱う予定となっている。（企業ヒアリングより）

• 小名浜港の連携港背後に立地する火力発電所向けの石炭229万トンも小名浜港を経由して調達することが見込まれる
ことから、小名浜港を利用して調達される石炭貨物量は約1,086万トンとなる。

【便益対象貨物の設定】
当該ターミナルで扱いケープサイズ船やポストパナマックス船で輸送される268万トンと連携港分の貨物229万トン

を便益対象貨物とする。

万トン

2291000

1200

1,086

（連携港）
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※ 港湾
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（万トン）
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800 （東港地区）
268万トン

便益対象貨物
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計 229

7
※小名浜港を拠点とした石炭の広域的かつ効率的な輸送ネットワークが形成され、小名浜港

を経由して、酒田港、能代港、相馬港など連携港において取り扱われる貨物。
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小名浜港における石炭取扱量の推移と将来小名浜港を経由して輸送される石炭貨物量
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小名浜港 費用便益分析概要
【便益計算】 便益（B）＝①＋②＋残存価値（1.9億円）＝1108億円 [759億円] (現在価値化後) 

１．通常時における輸送コストの削減 61.8億円／年 [42.2億円／年] ※ [  ]内は追加投資分の値
Without時 With時

2618円／トン 1619円／トン

1ﾄﾝ当たりの輸送ｺｽﾄ 1ﾄﾝ当たりの輸送ｺｽﾄ

能代港

酒田港

能代港

酒田港
各港においてパナマックス
船の減載等により調達ﾊﾟﾅﾏｯｸｽ船減載 酒田港

相馬港

原町港

酒田港

相馬港

原町港

船の減載等により調達

ﾊﾟﾅﾏｯｸｽ船減載
（78,000DWT）

ﾊ ﾅﾏｯｸｽ船減載
（78,000DWT） ﾎﾟｽﾄﾊﾟﾅﾏｯｸｽ船満載

（88,000DWT）

茨城港
常陸那珂港区

小名浜港

茨城港
常陸那珂港区

小名浜港 小名浜港で荷揚げした後、
連携港で荷揚げする。
（２港寄り）

滞船
発生

（78,000DWT）

のべ滞船日数

①各港においてパナマックス船（78,000DWT）の減載等により
個別に調達

①小名浜港にケープサイズ級船舶が入港可能となることで、各港と
の連携による共同調達（２港寄り）が実施され 効率的な輸送網

ケープサイズ船満載
（120,000DWT）

のべ滞船日数
325日

個別に調達。
②小名浜港においては、大型船に対応した大水深岸壁の不

足により、滞船が悪化。

の連携による共同調達（２港寄り）が実施され、効率的な輸送網
が構築される。これにより、海上輸送コストが削減される。

【49.7億円／年】［42.2億円／年］

②新規ターミナルの整備により、小名浜港の滞船が解消される。
【12 1億円／年】［ 億円／年］■連携港各港における石炭の輸送 スト削減便益（億円／年）
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【12.1億円／年】［－億円／年］■連携港各港における石炭の輸送コスト削減便益（億円／年）

小名浜港
連携港

計
計

原町港 酒田港 能代港 相馬港 茨城港
33.9 15.8 1.6 2.7 1.3 8.8 1.4 49.7



小名浜港 費用便益分析概要

２ 震災時における輸送コストの増大回避 0 7億円／年［0 7億円／年]２．震災時における輸送コストの増大回避 0.7億円／年［0.7億円／年]

Without時 With時

小名浜港

小名浜港

耐震強化岸壁が未整備のため、震災時には、千
葉港からの二次輸送が必要となる。

耐震強化岸壁の整備により、震災時の千葉
港からの二次輸送が不要となる。

【0.7億円／年】［0.7億円／年］

千葉港 二次輸送

代替港へ入港

ケープサイズ級

【費用便益分析結果】 費用便益比（B/C）＝1108／604＝1.8 [759／246＝3.1]

【費用計算】 費用（Ｃ）＝事業費＋管理運営費＝ 604億円 [246億円] (現在価値化後) 

※ [  ]内は追加投資分の値
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貨幣換算が困難な効果

【①石炭の安定的かつ安価な調達】

本事業が実施されることで、ケープサイズ級の大型石炭船による遠距離国からの輸入が可能

となり 調達先の多様化が図られ 価格交渉力が向上する。これにより 安定的かつ安価な石となり、調達先の多様化が図られ、価格交渉力が向上する。これにより、安定的かつ安価な石

炭の供給体制が構築され、産業活動および国民生活に必要な電力供給の信頼性が向上するとと

もに、安価な電力供給にも資する。

【②地域経済の発展】

本事業の実施を前提に 民間企業による新たな投資が検討されており 雇用の創出や税収の本事業の実施を前提に、民間企業による新たな投資が検討されており、雇用の創出や税収の

増加が期待される。

【③環境への負荷軽減】

船舶の大型化や滞船の解消等により、輸送時の船舶からのCO2、NOXの排出量が低減される。
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